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前
項
の
指
定
を
受
け
た
資
産
の
減
価
償
却
に
つ
い
て
は
、
減
価
償
却
費
は
計
上
せ
ず
、
資
産
の
減
価
額
と
同
額
を

資
本
剰
余
金
に
対
す
る
控
除
と
し
て
計
上
す
る
も
の
と
す
る
。

（
財
務
諸
表
）

第
三
条

日
本
年
金
機
構
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
書

類
は
、
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
に
定
め
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
及
び
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算

書
と
す
る
。

（
閲
覧
期
間
）

第
四
条

法
第
四
十
一
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
期
間
は
、
五
年
と
す
る
。

（
利
益
及
び
損
失
の
処
理
）

第
五
条

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
損
益
計
算
に
お
い
て
利
益
を
生
じ
た
と
き
は
、
前
事
業
年
度
か
ら
繰
り
越
し
た
損

失
を
う
め
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
残
余
の
額
は
、
国
庫
納
付
準
備
金
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
損
益
計
算
に
お
い
て
損
失
を
生
じ
た
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
国
庫
納
付
準
備
金

を
減
額
し
て
整
理
し
、
な
お
不
足
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
不
足
額
は
、
繰
越
欠
損
金
と
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

（
国
庫
納
付
準
備
金
の
処
分
）

第
六
条

機
構
は
、
毎
事
業
年
度
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
整
理
を
行
っ
た
後
、
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
金
額

を
超
え
る
額
の
国
庫
納
付
準
備
金
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え
る
部
分
の
額
に
相
当
す
る
金
額
を
国
庫
に
納
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
国
庫
納
付
金
の
納
付
の
手
続
）

第
七
条

機
構
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
納
付
金
（
以
下
「
国
庫
納
付
金
」と
い
う
。）を
納
付
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

国
庫
納
付
金
の
計
算
書
に
、
当
該
国
庫
納
付
金
が
生
じ
た
事
業
年
度
末
の
貸
借
対
照
表
、
当
該
事
業
年
度
の
損
益
計

算
書
そ
の
他
の
当
該
国
庫
納
付
金
の
計
算
の
基
礎
を
明
ら
か
に
し
た
書
類
を
添
付
し
て
、
当
該
事
業
年
度
の
次
の
事

業
年
度
の
六
月
三
十
日
ま
で
に
、
こ
れ
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
国
庫
納
付
金
の
計
算
書
及
び
添
付
書
類
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当

該
国
庫
納
付
金
の
計
算
書
及
び
添
付
書
類
の
写
し
を
財
務
大
臣
に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
国
庫
納
付
金
の
納
付
期
限
）

第
八
条

国
庫
納
付
金
は
、
当
該
国
庫
納
付
金
が
生
じ
た
事
業
年
度
の
次
の
事
業
年
度
の
七
月
十
日
ま
で
に
納
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
国
庫
納
付
金
の
帰
属
す
る
会
計
）

第
九
条

国
庫
納
付
金
は
、
年
金
特
別
会
計
業
務
勘
定
に
帰
属
す
る
。

（
借
入
金
の
認
可
）

第
十
条

機
構
は
、
法
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
短
期
借
入
金
の
借
入
れ
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き

又
は
同
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
短
期
借
入
金
の
借
換
え
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

借
入
れ
を
必
要
と
す
る
理
由

二

借
入
金
の
額

三

借
入
金
の
借
入
先

四

借
入
金
の
利
率

五

借
入
金
の
償
還
の
方
法
及
び
期
限

六

利
息
の
支
払
の
方
法
及
び
期
限

七

そ
の
他
必
要
な
事
項

（
重
要
な
財
産
）

第
十
一
条

法
第
四
十
五
条
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
は
、
土
地
及
び
建
物
と
す
る
。

（
重
要
な
財
産
の
処
分
等
の
認
可
）

第
十
二
条

機
構
は
、
法
第
四
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
重
要
な
財
産
を
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に
供
す
る
こ
と
（
以
下
こ

の
条
に
お
い
て
「
処
分
等
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し

た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

処
分
等
に
係
る
財
産
の
内
容
及
び
評
価
額

二

処
分
等
の
条
件

三

処
分
等
の
方
法

四

機
構
の
業
務
運
営
上
支
障
が
な
い
旨
及
び
そ
の
理
由

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
承
継
時
の
償
却
資
産
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条

機
構
の
成
立
の
際
法
附
則
第
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
機
構
に
出
資
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
資
産
の
う

ち
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
第
二
条
第
一
項
の
指
定
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
六
十
七
号

日
本
年
金
機
構
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百
九
号
）
及
び
日
本
年
金
機
構
の
設
立
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
及
び

経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
一
年
政
令
第
三
百
十
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
関
係
法
律
及
び
関
係
政
令

の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
関
係
法
律
を
実
施
す
る
た
め
、
こ
の
省
令
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
二
月
二
十
八
日

厚
生
労
働
大
臣

長
妻

昭

日
本
年
金
機
構
の
設
立
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
備
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
省
令

目
次第

一
章

関
係
省
令
の
整
備
（
第
一
条
e

第
四
十
七
条
）

第
二
章

経
過
措
置
（
第
四
十
八
条
）

附
則

第
一
章

関
係
省
令
の
整
備

（
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
厚
生
省
令
第
三
十
七
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
書
類
の
経
由
等
」
を
「
認
可
に
関
す
る
通
知
等
」
に
、「
第
九
十
一
条
」
を
「
第
百
二
十
七
条
」
に
改
め

る
。第

一
条
第
一
項
中
「
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
十
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。）第
二

条
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
関
す
る
保
険
の
権
限
を
行
う
べ
き
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
又

は
社
会
保
険
事
務
所
長
（
以
下
「
社
会
保
険
事
務
所
長
等
」
と
い
う
。）」
を
「
同
時
に
二
以
上
の
事
業
所
又
は
事
務

所
（
以
下
単
に
「
事
業
所
」
と
い
う
。）に
使
用
さ
れ
る
に
至
つ
た
と
き
（
当
該
二
以
上
の
事
業
所
に
係
る
日
本
年
金

機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。）の
業
務
が
二
以
上
の
年
金
事
務
所
（
日
本
年
金
機
構
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百

九
号
）
第
二
十
九
条
に
規
定
す
る
年
金
事
務
所
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
分
掌
さ
れ
て
い
る
場
合
に
限
る
。）は
、
そ

の
者
に
係
る
機
構
の
業
務
を
分
掌
す
る
年
金
事
務
所
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
又
は
事
務
所
（
以
下
単
に
「
事

業
所
」
と
い
う
。）」
を
削
り
、「
そ
の
選
択
し
よ
う
と
す
る
社
会
保
険
事
務
所
長
等
」
を
「
機
構
」
に
改
め
、
同
項
第

二
号
中
「
国
民
年
金
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
厚
生
省
令
第
十
二
号
）
第
一
条
」
を
「
国
民
年
金
法
（
昭
和
三

十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
十
四
条
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
一
項
中
「
、
同
一
の
社
会
保
険
事
務
所
の
管
轄
区
域
（
い
ず
れ
の
社
会
保
険
事
務
所
の
管
轄
に
も
該
当

し
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
地
方
社
会
保
険
事
務
局
の
管
轄
区
域
（
当
該
地
方
社
会
保
険
事
務
局
の
管
内
の
社
会
保

険
事
務
所
の
管
轄
区
域
を
除
く
。）第
七
十
九
条
第
二
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。）内
に
お
い
て
」
を
削
り
、「
と

き
」
の
下
に「（
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。）」
を
加
え
、「
社
会
保
険
事
務
所
長
等
」
を
「
機
構
」
に
改

め
る
。

第
二
条
の
二
中
「
第
一
条
又
は
前
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
社
会
保
険
事
務
所
長
等
」
を
「
機
構
」
に
改
め

る
。第

三
条
第
一
項
第
二
号
中
「
及
び
管
轄
社
会
保
険
事
務
所
長
等
」
を
削
る
。

第
四
条
第
一
項
及
び
第
五
条
中
「
社
会
保
険
事
務
所
長
等
」
を
「
機
構
」
に
改
め
る
。
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